
炭素中立型の経済社会変革に向けて（中間整理）
～ 脱炭素で我が国の競争力強化を～
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クリーンエネルギー戦略策定に向けて
1．クリーンエネルギー戦略策定に向けて

岸田内閣総理大臣発言（2022 年１月18日「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会）

2050 ể 2030 Ệ

特に、地域社会が主体的に進める脱炭素の取組の後押しや、国民一人一人の理解促進、暮らしの変革については、

山口環境大臣に具体策の検討をお願いします

ṕểṖエネルギーを起点とした産業のGX（グリーントランスフォーメーション）

ü DX GX

ü ṕ Ṗ CCUS/
投資を後押しするためのビジネス環境整備の方策（※）

ẑ

ṕỄṖGX時代の需要サイドのエネルギー構造転換

ü 製造プロセスで化石燃料・原料を用いる産業部門や民生及び運輸部門
具体的なエネルギー転換の処方箋

ṕễṖGX時代に必要となる社会システム、インフラ導入

ü ṕểṖ ṕỄṖ
新たな社会システム、インフラの導入

クリーンエネルギー戦略における論点（経産省資料※より）

ẑ202112 16
Ṋ 2050

ỄP24

Â 1/18

Â GX GX
GX

Â

Â
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-200
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1,200

1,400

1,600

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 ṕ Ṗ

● ①＋② 1,355 1,307 1,270 1,255 1,240 1,197 1,166 1,106

①総排出量 1,409 1,360 1,322 1,305 1,292 1,248 1,212 1,150

②森林等の吸収源

対策による吸収量
-54.3 -53.6 -52.0 -50.1 -51.4 -51.1 -46.6 -44.5

ṕ Ḳ CO2 Ṗ

気候変動対策の現在地点①（日本）
2．気候変動対策の現在地点

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略

Ṯ ṯ

Ṯ ṯ

Ḳ

/

Ḳ

Ḳ
2035 100Ṿ

Ḳ

DACCSṕDirect Air  

Capture with Carbon Storage Ṗ

ṇ

︣
ṇ

ṇ ḱ

ḱ
ḱ

ḱ

¸ 2050 ¸ 2030

Â 1.5ṹ 2050 2030 46Ṿ 50Ṿ

ẓ 2021 10 22
Â 新目標実現に向けて、経済社会変革の道筋の全体像を明確化して
いくこと

ṕ Ḳ t-CO2Ṗ

2013 2030

14.08 7.60 Ẏ46Ṿ Ẏ26Ṿ

CO2 12.35 6.77 Ẏ45Ṿ Ẏ25Ṿ

4.63 2.89 Ẏ38Ṿ ẎỉṾ

2.38 1.16 Ẏ51Ṿ Ẏ40Ṿ

2.08 0.70 Ẏ66Ṿ Ẏ39Ṿ

2.24 1.46 Ẏ35Ṿ Ẏ27Ṿ

1.06 0.56 Ẏ47Ṿ Ẏ27Ṿ

CO2

N2Ớ
1.34 1.15 Ẏ14Ṿ ẎỊṾ

HFC Ệ ṕ
Ṗ

0.39 0.22 Ẏ44Ṿ Ẏ25Ṿ

- Ẏ0.48 -
(Ẏ0.37 t -

CO2)

ṕJCMṖ

2030 ể t-CO2

NDC -

地球温暖化対策計画 温室効果ガス排出量

¸ 2020
11 600

¸ 2013 ṕ Ṗ 21.5 Ṿ

ṕ CO2 Ṗ

ẑ ṕ-Ṗ Ệ
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（参考）排出量変化の要因分析等
2．気候変動対策の現在地点

排出量変化の要因分析
エネ起CO2全体、2013→2019 年度

-6,000

-5,000

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

[ t-CO2]

Ẏ80 Ẏ50
Ẏ210

Ẏ380

Ẏ4,730

Ẏ1,410

Ẏ2,550

+410

Ẏ5,110

Ẏ1,490

Ẏ2,760

+360

2020
2019

ṕ2020 2 3 Ṗ

2.16
1.95 1.80 1.88

0.43

0.40
0.40

0.44

0.18

0.17
0.16

0.17

0.43

0.37
0.36

0.39

3.20

2.90
2.72

2.88

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

H29

(2017)

H30

(2018)

H31/R1

(2019)

R2

(2020)

LP

[t -CO2/ ]

新型コロナウイルス感染症の影響試算 世帯当たりの年間CO2排出量

Â

Â 2013 2019 CO2

Â

2020 Ễ 2021 ễ 14 Ệ 9,010
Â CO2 ṕ CO2 Ṗ CO2 2.88

5.9Ṿ 29 10.0 Ṿ

Ṯ ṯ
ṕ ể Ṗ ệ

Ṯ ṯ CO2

ṕ Ễ Ṗṕ Ṗ
Ṯ ṯ

ṕể Ṗ Ệ

CO2排出原単位要因
（電力）

CO2排出原単位要因
（電力以外）

CO2排出原単位要因 エネルギー消費量要因

エネルギー消費効率要因
（電力）

エネルギー消費効率要因
（電力以外） 人口要因

エネルギー消費効率要因 経済活動要因

エネ起CO2排出量の変化

－8,470 －1,700

－10,170 －10,490

－6,820 －8,040

1人当たりGDP要因

+5,510 －1,140

－14,870 +4,370
GDP

2013

ṕ ểkWh
CO2 Ṗ

2014

－20,660 （－16.7 % ）
)

Ḳ ṕ Ṗ
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気候変動対策の現在地点②（世界）
2．気候変動対策の現在地点

Â 2ṹ 1.5ṹ

ÂCOP26 1.5ṹ 10 ṕcritical decade Ṗ

Â1.5ṹ 2030 GHG NDC 2030
1.5 ℃の気温上昇抑制に向けて世界全体で、早く、大きな排出削減をすることが求められる

Message to Parties and Observers ²Nationally Determined Contribution Numbers, 2021 11 UNFCCC
UNEP 2021 ṕ Ṗ

1.5℃に抑えるための排出経路とのギャップ（イメージ）

20302010

ẑ

ẑ ṕLULUCFṖ

CO2 IPCC
Ỉ
ṕ100 Ṗ

1.5ṹ GHG
2030 250 億トンCO2

ṕUNEP 2021Ṗ

NDC
GHG

2030 538 億トンCO2

2ṹ GHG
2030 390 億トンCO2

ṕUNEP 2021Ṗ
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気候変動対策の現在地点③（グローバルマーケット）
2．気候変動対策の現在地点

ESG資金

Scope 3 イノベーション

H
2

O
2

צּ ṕR3 ESG Ṗ
Scope 3

Scope 1 2Scope 3

Â ESG 投資家やサプライヤーへの脱炭素経営の見える化が、企業価値の
向上やビジネスチャンスにつながる時代

Â ṕTCFDṖ ṕSBT Ṗ
TCFD SBT 自社のみならず、サプライチェーンの上流・下流（Scope3 ）も含めて評価

Â 中堅・中小企業にも波及

Â炭素中立型の経済社会変革の実現に向けては、グリーンファイナンス、トランジションファイナンスを適切に組み合わせて推進することが求め
られる 幅広い分野での大規模なイノベーションが不可欠
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気候変動対策の現在地点④（最新の科学的知見）
2．気候変動対策の現在地点

Â IPCCṕ Ṗ 2021 2022 Ỉ ể Ễ ễ
2022

Â 1.5ṹ Ễṹ GHG 2025

政策決定者向け要約のポイント

第１作業部会（WG1）報告書：2021 年８月公表

ü

人間の活動が温暖化の原因であると初めて断定された

第２作業部会（WG2）報告書：202 2年２月公表

ü 人為起源の気候変動は 自然と人間に対して、
広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、自然の気候変動の範囲を超
えて引き起こしている

第３作業部会（WG3）報告書：202 2年４月公表

ü 1.5ṹ
2ṹ 世界のGHG排出量は、

2020 年から遅くとも2025 年以前にピークに達すると予測される

ü

需要側の緩和によって、エンドユース部門における世界
全体のGHG排出量をベースラインシナリオに比べて2050 年までに40～70% 削減し
うる

Ẇ温暖化に伴う極端現象の変化ṕAR6 WG1 Ṗ

IPCC 6 1
ṕ1850 Ṍ1900 Ṗ

ẑểḲ
Ḳ

ṕ90-100ṾṖ ệ Ễ

ẑỄḲ Ḳ

ẑễḲ

Ẇ世界全体のGHG排出量の経路ṕAR6 WG3 Ṗ

G
tC

O
2
-e

q
/

a. GHG b. 2030 c. 2050 d. 2100

ṇ

95

75

25
5

2030 ךּ

אל

2ṹ (>67%) ḭ ךּ ṇ ṇ ṇ
1.5 ṹ (>50%) ḭ2030 NDCs

2ṹ (>67%)

ṇ ṇ ṇ ︡ ḭךּ ṇ ṇ ṇ
1.5 ṹ (>50%)

2015 ḭ2019 וֹףּ GHG
( ︣Ṗ

2020 אל

COP26 NDCs,
︡

COP26 NDCs,
קּ

2030

モデル経路

2ṹ ṕṯ67ṾṖ

1.5ṹ ṕṯ50ṾṖ
2030 NDCs

2ṹ ṕṯ67ṾṖ

1.5ṹ ṕṯ50ṾṖ

2015 2019
GHG ṕ

Ṗ
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気候変動対策の現在地点⑤（ウクライナ危機を受けて）
2．気候変動対策の現在地点

Â

Â S+3E

Â 2030 46Ṿ 2050

（参考②）IEA による欧州のロシアへのエネルギー依存を減らすための10の提言（参考①）直近１年間の原油価格の推移
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新しい資本主義において目指すべき経済社会像①:サステナブルな経済社会（ゴール）
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン①

従
来
の
資
本
主
義

新
し
い
資
本
主
義
へ

目指すべき経済社会像

Â

Â Ṅ
Â 目指すべき経済社会像は、絶えず柔軟に変化を続ける
「サステナブルな経済社会」

【サステナブルな経済社会の実現、そこでの人の幸福】（ゴール）
Ṅ

ṄṕWell -being,QOLṖ
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新しい資本主義において目指すべき経済社会像②:経済社会と脱炭素の方向（コンパス）
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン②

Â ṕ Ṗ
Â DX

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Â

投資拡大 人材育成（人的資本投資）

Å

Å

Å

Å Ṅ
Å ( )
Å

Å DX

Å

Å

ԉԃ֪֚֩֒Ԁԃԝ֣֥

Å Ṅ

Å

Å

将
来
の
経
済
社
会
像
を
左
右
す
る
重
要
な
要
素

サステナブルな経済社会の実現

DX

Å

ÅDX

DX DX
ṕGX DX Ṗ

ÅDX
ÅDX ỎỚỄ

Å

Å

Åԉԃ֪֚֩֒Ԁԃԝ֣֥ CO2 ṕ Ṗ

国
土
・

土
地
利
用

Ẇ

ẓ 

ẓ 

Ẇ

GX: DX:
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コンパス➀投資拡大
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン③

Â

Â

Â

ṕ

Ṗ
V

V

DX

V 10

V

V

Â ESG

Â ṕ Ṗ

Â

Ḳ

Â 官民の大幅な投資拡大が必要

Â ESG

投資分野（例）

温室効果ガス排出削減・吸収 経済社会変革への円滑な対応

有
形
資
産
投
資

無
形
資
産
投
資

（
人
的
資
本
投
資
等
）

ṕ Ṗ
¸ 10

¸ ṕEV
Ṗ

¸

¸ ṕNbS Ṗ

ṕ Ṗ
¸

ṕ Ṗ

¸ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
¸ 2030

ṕ

R&D Ṗ

¸ AI DX

¸

ṕ Ṗ
¸ ṕ

Ṗ
¸

既存の最高水準の技術
（BAT）

国内外で実装
ẓ

革新的技術 研究開発（R＆D） 国内外で実装
ẓ ẓ

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

脱炭素投資の時間軸（イメージ）
トランジション
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コンパス②人材育成（人的資本投資）
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン④

Â

Â

ṕ Ṗ

Â

OECD

Â

Â Ṅ Ṅ

Â 2030

Â

Â

Â

Â Ӹ

ṕSDGsṖ

Ḳ

ṕ47 1,718 Ṗ ṕ
357.8 Ṗ ṕ

499Ṗ NPO

ẇ 脱炭素を進める人材が不足
Â

Â
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コンパス③DX
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン⑤

Â DX

DX GX

Â

MaaS

Â DX

Well -being,QOL

Â DXúGX

ḲDX DX ṕGX DX Ṗ

ṕAI Ṗ

GX DX
ṕ Ṗ

…

Well -
being,QOL

Â

DX
Â DX GX
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コンパス④国土・土地利用
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン⑥

ṕ / ṖṖ 4,631 6,349

CO2 ṕ -CO2/ Ṗ 2.2 1.3

Â

ṕ
Ṗ

Â

ṕQOLṖ

V

V CO2

ṕ Ṗ

Â ṕNbS Ṗ

Â

Ḳ
CO2

Ḳ 27

ẑ

Â ṕ Ṗ
CO2

Â



17投資拡大 人材育成（人的資本投資） DX 国土・土地利用

（参考）地域の脱炭素トランジションの構造
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（１）地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン⑦

乗用車 商用車 鉄道
航空
船舶

電力 熱

LP

多様なエネルギー

Å 住宅・建築物のZEB・ZEH・木
材利用促進

Å 電気製品等の省エネ推進
Å 衣食住をはじめとする生活に関
する行動変容

Å 自動車の燃費改善
Å EV/FCV/PHEV などの電動車化
Å より環境負荷の低い移動手段を
選択する行動変容

Å 産業部門における省エネ推進
Å 脱炭素技術のイノベーション
Å 事業構造の脱炭素化、公正な移行
Å より環境負荷の低い行動を促す製
品・サービスの提供

Å SCOPE3対応

民生部門(家庭・業務) 33% 運輸部門18% 産業部門34%

地
域
と

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

企
業
活
動

経
済
社
会
全
体
の

ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン

需要サイドの創エネ・畜エネ・地産地消、エネルギーの面的利用、
まちづくりのコンパクト化、立地適正化、公共交通利便性向上、
サーキュラーエコノミー化、自然資本の有効活用、制度的なインフラ

CN電気へ

天然ガス ガソリン、軽油、LPガス

LPガス、灯油、軽油、重油、石炭 水素・合成燃料へ

天然ガスへの転換
↓

水素・アンモニア・合成メタン・
合成燃料・バイオマス

エ
ネ
ル
ギ
ー

部
門
8

％

都市ガス

ネガティブエミッション等（吸収源・CCUS）

エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
の

ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン

地域の脱炭素トランジションの構造

石油等
流通網

電力

現
状

ṕ Ṗ ẆṾ CO2 ṕ 7Ṿ CO2Ṗ CO2 91Ṿ Ệ

ṕ
Ṗ

ḭ

ṧ
ḭ ︡ ךּ

︡
ḭ

︡
ṕ Ṗ

地域とライフスタイル

Â

Â

Â Win -Win

省
エ
ネ
に
効
果

経済社会を構成する様々な要素

地域の活性化をカーボンニュートラルで

電化

化石+CCUS

17
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地域からの経済社会システムの変革
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション①

Â

ṕ
Ṗ

地域の魅力と質を向上させる地方創生に資する地域
脱炭素の推進（地域脱炭素ロードマップ）

Ṯ ṯ
今ある技術

再エネなどの地域資源を最大限
地域課題の解決に貢献

ẑ ṕ ễ 10 22 Ṗ

Ẇ
Â

Â ṕ Ṗ

Ẇ
Â 2030

Â Ṯ ṯ

Ẇ
Â ṕREPOSṖ

Ẇ
Â

Â

経済・雇用 快適・利便

循環経済 防災・減災

Ṯ ṯ
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（参考）地域の脱炭素化に向けた取組①
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション②

Â2030 100 カ所以上の脱炭素先行地域を実現し、 Ṅ 脱炭素ド
ミノを起こしていくṕ 2025 Ṗ

Â 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金200 億円
Ệ

Â 民間資金を呼び込む出資金制度の創設

Â

2020 2030 20502025

脱
炭
素
社
会
を

全
国
で
実
現

５年間の集中期間に
政策総動員
①資金（予算・出資等）
②情報・技術
③人材
等の面から地域を積極支援

100 カ所以上
脱炭素先行地域

全国津々浦々
重点対策を加速的に導入
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（参考）地域の脱炭素化に向けた取組②
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション③

Â地域において、地方自治体・金融機関・中核企業等が主体的に参画体制を構築

Â地方支分部局 水平連携
機動的に支援を実施

農林漁業者・農業法人

商工会議所・中小企業

交通機関・運輸・観光事業者

地方自治体・金融機関
中核企業等が
主体的に地域の
脱炭素化に参画

サポート

農政局

整備局 運輸局

経済
産業局

環境
事務所

森林
管理局 国の地方支分部局が縦割りを排して水平連携

¸連携枠組みや支援ツールを組み合わせ
¸相談窓口体制を地方環境事務所が中心

üゼロカーボン北海道タスクフォース等の取組を展開

公共施設・学校・病院
ZEB

小売店
CO2

工務店・工事店
ZEH ZEB

電気・ガス・石油事業者

財務局
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（参考）脱炭素で解決する地域の課題（事例）
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション④
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脱炭素先行地域をはじめとする先行的取組の深化・加速化、民生部門電力ゼロに加えた先行モデル実施

a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション⑤

■脱炭素先行地域の深化・加速化
Å DXúGX ú 2030 100

Å

Å

■関係省庁と連携した多様な拠点からの地域脱炭素の推進
Å ZEB ZEB

ZEB
Å

■民生部門の電力消費以外の脱炭素化の取組強化

■民生部門の電力消費の脱炭素化とのセクターカップリング

CO2 EV

ṕ Ṗ

Â 4
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地域主導の脱炭素移行（各主体による地域脱炭素の全国展開）
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション⑥

Â 都道府県、市町村の連携による自治体主導の脱炭素移行の加速化
Å

Å ZEB PDCA

■地域金融も活用した地域脱炭素投資の加速化
Å CO2

Å

Â 地域企業の脱炭素化移行支援
Å CO2 PPA CO2 CO2

Å

Å BAT

ṕ Ṗ
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地域の脱炭素化に向けた基盤整備、人材育成・人的資本投資
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（２）地域のトランジション⑦

ṕ Ṗ

■自治体・企業連携による地域脱炭素推進
Å / /
Å

■DXツールによる脱炭素化移行の情報・技術支援
Å ṕREPOSṖ
Â 地域共生再エネの推進
Å 3 6

4 4

Å

S+3E

ṕ Ṗ

Ẍ2030 年を目標とした迅速な施策推進に向けた、研修・ツール提供等による
能力向上やネットワーク構築・人材の派遣等によるノウハウ移転

ṕ Ṗ

/ /

ṏ
Ṭ

Ṭ

各ステークホルダーの育成プログラム活用に
よる能力向上

先行者、外部人材等との連携による実践
を通じた能力向上

即効性のある人材確保・育成 中長期の人材育成

■中長期的に、成長分野として、大量の人材を確保するた
めの、教育機関と連携した人材育成体制の整備
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ライフスタイル転換を通じた需要サイドからの経済社会システムの変革
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション①

Â 我が国のライフサイクル温室効果ガス排出量の約6割が、衣食住を中心とする家計消費に起因。消費
者の意識・行動変革は、需要を通じて供給面を含めた社会経済全体に大きな影響

Â 住宅・建材・機器や電動車等の設備面
消費者の意識・行動変容を促す施策をより効果的に講じ、自ら主体

的に選択し脱炭素社会を作っていく価値共創者としての意識を形成していく。 消費者の選好を通じ、脱炭
素に資する高付加価値な製品・サービスの需要が高まり、脱炭素化と経済成長の好循環を実現することを目指す

脱炭素化と経済成長の好循環

Ḳ ṕ
IGESṖ

ẑ ṕ
Ṗ

ṕ Ṗ ṕ
Ṗ
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（参考）消費者の意識・取組の現状
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション②

Â 6
Â ṕ2020 11 12 Ṗ 9

6
1Ṍ2

Â

質問 取り組みたくない理由は何ですか。
ẑ ṕ126 Ṗ

ṧ

質問 あなたは、「脱炭素社会」の実現に向け、一人一人が二酸化
炭素などの排出を減らす取組について、どのようにお考えですか。

質問 脱炭素社会の実現に向け、日常生活の中で、
現在取り組んでいることは何かありますか。

※ ṕ1,623 Ṗ

Ḳ 3 3
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消費者の意識・行動面の取組
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション③

Â 2030 CO2

■行動科学の知見を活用したナッジ手法
社会実装 デジタル技術、ナッ

ジ手法、ポイントによるインセンティブ等を組み合わせ、行動の見える化と
消費者への適切なフィードバック、インセンティブ提供等を効果的に行う
事業 規模を拡大して社会実証 ṕ Ṗ

■製品・サービスのCO2排出量の見える化

ṕ Ḳ Ṗ

ṕ Ṗ
■BtoC 企業による環境配慮製品・サービスの提供と一体となった情報提供を
促進 消費者のライフスタイル転換に積極的に取り組む企業と環境
省の連携の場を設置し、連携を強化。
Ẍ

地域ぐるみでのきめ細かな普及啓発
Ẍ学校教育を通じた将来世代への気候変動に関する教育
ṕ Ṗ
Ẍ雑誌や集客力のある民間イベント等とのタイアップ
ẌSNS ターゲティング広告

ṕ Ḳ Ṗ

Ẍ気候変動に関する科学的知見をわかりやすく提供
■ 30 ṕ

Ṗ 「ゼロカーボンアクション30」

ṕ Ḳ Ṗ

■ 3 「食とくらしのグリーンライフポイント事業」ṕ101 Ṗ

企業や自治体等がポイントを発行する取組を支援し、一気に拡大する
環境配慮ポイント発行に取り組む事

業者・自治体等の連携の場

ṕ Ḳ Ṗ
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（参考）ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイルへの転換のイメージ
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション④

ṇ
ךּ

ṇ ṇ
ṕ ḱ Ṗ

V

V ṇ ṇ

V

ṇ

ṇ

V

V ESG

V ḱ

ṇ
ḱ

ḱ ṇ
נּ

ḱ ḱ

TV TV

︡ ṇ AI ︡ḭ ︡

ṇ
ṇ ︡

Â デジタルで客観的に収集 AI
Â 行動履歴を見える化 行動に応じてナッジ等の行動科学の知見を活用した金銭的・非金銭的インセンティブ
を付与。

Â一人ひとりに合った快適でエコなライフスタイルを提案 無理なく持続する、脱炭素に向けた高
度な行動変容
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（参考）サステナブルファッションの取組
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション⑤

Â

DX

Â ṕ Ṗ
Â

Â

Â

Â CO2

Â CO2

Â

Â

Â CO2

Â 3Rṕ Ṗ

Â
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住宅等の設備面の取組
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション⑥

Â

ṕ2021 8 Ṗ

V ṕ2025 Ṗ

V 2030 ZEH

V

V

V

V 2030 6 PV ZEH

Â ZEHṕ Ṗ
PPA

Â 既存住宅については、省エネ基準適合率が13％ṕ20

19 Ṗ

環境省の断熱リフォーム補助金（家全

体の省エネ性能15％向上を要件）について、近年の家族構成の

変化等も踏まえ、一部居室でも対象としうる等の改善を図る。

ṕ5,000

Ḳ ṕR1 Ṗ

Â 脱炭素に資するような住宅・建材・機器
や電動車等

Ẍ 2035
100Ṿ

Ẇ

Ẇ
1

3 15
2030

Â ú ṕ
Ṗ

EV
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食を支えるコールドチェーンの脱フロン・脱炭素化の促進
a. 地域とライフスタイルから捉えるグランドデザイン（３）ライフスタイルのトランジション⑦

Â ṕHFCṖ

Â 2030 年度のHFC排出量の目標値は2013 年度比55％減

V GWP

V

V

Â IoT
ṕHFCṖ

Â

CO2 NH3 自然冷媒機
器へと転換していくことが効果的

消費電力の削減によるCO2排出削
減

Â

食を支えるコールドチェーンに対して省エネ性
能の高い自然冷媒機器の導入を支援・加速化

Â ỈṌỉ

冷媒漏
えい検知システムの導入 フロン類使
用量の削減及び消費電力の削減

Â

既存機器への冷媒漏えい検知システムの展開を
進める
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目次

1.
2.
3. 炭素中立型の経済社会変革に向けて（これまでの議論の中間整理）

a.
(1)
(2)
(3)

b. 国際展開・国際協力
（1）パリ協定の早期実施への貢献
（2）具体的な排出削減への包括的な協力
（3）資源循環インフラ・技術の海外展開

c.
ṕ1ṖESG
ṕ2Ṗ

d. 
ṕ1Ṗ
ṕ2Ṗ
ṕ3Ṗ
ṕ4Ṗ
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世界の脱炭素移行と強靱化への貢献
b. 国際展開・国際協力

Â 2030 年までの「勝負の10年」
COP26 世界全体の取組を促進

Â COP26 Ỉ 市場メカニズムなどパリ協定の早期実施へ貢献
COP26 (600 ṧ100 ) ODA

野心的な取組や具体的な削減に対して包括的な協力を推進 循環経済への移行を推進

Â 戦略・制度の構築（上流）から技術・インフラの導入（下流）まで包括的に支援
ASEAN等アジアの脱炭素化に貢献する（「アジア・ゼロエミッション共同体」Ṗ

具体的なアプローチ

（１）パリ協定の早期実施への貢献
¸ Ỉ
¸

（２）具体的な排出削減への包括的な協力
¸

¸ ṕJCMṖ
¸

¸

¸ CO2

（３）資源循環インフラ・技術の海外展開
¸

¸ ṕ Ṗ
¸

< 現状>

¸ COP26 NDC
2030 2019 5.5Ṿ ṕ

210 t-CO2 Ṗ

＜1.5℃に抑えるための排出経路（IPCC）＞

¸ 2030 2019 43Ṿ GHG
2050 CO2

2030 年時点のギャップ

ẑ 2019 550 t-CO2

ṕIPCC WG3 SPM Table.1 Ṗ
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パリ協定6条市場メカニズムの早期実施
b. 国際展開・国際協力（１）パリ協定の早期実施への貢献①

パリ協定6条のルールに沿った
¸ 環境十全性の高い炭素クレジットの創出
¸ 質の高い排出削減プロジェクトの形成促進

6条の実施を日本が牽引
ü ṕ Ṗ
ü ṕ

ṕ Ḳ ṖṖ

ü ṕ Ṗ
ü ṕ Ṗ
ü ṕ Ṗ
ü JCM

6条により期待される成果
É Ỉ 2030

40億～120 億 CO2
ẑ1

2018 CO2 ṕ Ṗ 1 Ṍ4
Ỉ

É

2030 20 ẑ2

É Ỉ ṕ Ṗ

ẑ1 J. Edmonds et al. (2021). How much could article 6 enhance nationally determined contribution 
ambition toward Paris Agreement goals through economic efficiency?. Climate Change 
Economics, (2021) 2150007 (P18 )/UNEP and UNEP DTU (2021) Emissions Gap Report: Heat is 
On, Chapter 6 The role of market mechanisms in bridging the emission gap/TASKFORCE ON 
SCALING VOLUNTARY CARBON MARKETS Final Report (2021) January

ẑ2 , State and Trends of Carbon Pricing 2017 (2017). P15, P64

Â

市場メカニズムの活用が鍵
Â 6 ṕ Ṗ

「質の高い炭素市場（high integrity carbon market ）」の早期かつ着実な実施

Â JCM（二国間クレジット制度）など日本の制度や経験を6条実施の国際標準に活用
6条を実施するための能力構築（人材育成）支援を強化する国際連携を日本が主導
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透明性の向上
b. 国際展開・国際協力（１）パリ協定の早期実施への貢献②

Â Ṅ

Â NDC 途上国においてもサ
ステナブルファイナンスが普及するための環境整備・理解醸成を官民一体で推進

Â2023 各国のNDCに関する進捗報告やインベントリの策定 ESG投資の前
提となるCO2排出量等の気候関連情報の開示に向けたルール作り

インベントリ・BTR策定支援

¸インベントリ・BTRのバイ協力、地方・自治体単位での
ニーズを踏まえ、本分野の協力拡充を検討。

¸今後、国内の情報開示の経験の海外展開を推進。
¸日本企業のサプライチェーンにおける排出量把握の事
例にもなるよう、現地民間事業者が自律的に算定・報
告を進めるためのキャパビルを実施し、現地の人的資
本構築も支援。

アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ
（WGIA ）

2003 ṕ
15Ṗ

透明性相互学習プログラム
6 13 ṕBTRṖ

2020

アジア企業の排出量把握を促進する透明性パートナーシップ
（PasTI ）

GHG

企業等の透明性向上の支援
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戦略・ビジョンの策定支援
b. 国際展開・国際協力（２）具体的な排出削減への包括的な協力①

Â 関係者間で共有できる脱炭素でレジリエントな社会に向けた道筋を提示

Â

関係者間で共有できる途上国の発展計画となる
カーボンニュートラル戦略や適応計画の策定 ODA

Â ṕAIMṖ 政策オプションを評
価し削減シナリオを策定することにより、NDC更新を支援し、長期戦略の策定につなげる

二国間政策対話

ü 10

AIM 支援

¸ ASEAN 科学に基づくモデル（AIM) による温室効果ガス
削減効果の評価及び温室効果ガス削減シナリオ策定
ASEAN
ṕ Ṗ

¸ 継続的に支援国の拡充を図るとともに、より野心的な削減シナリオ
の提示や長期戦略・目標の検討過程への参画を深化させることに
より、各国の野心向上に貢献する。

ṕ Ṗ

ü 2050
2021 11

2050

ü

JCM
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二国間クレジット制度（JCM: Joint Crediting Mechanism ）の拡大
b. 国際展開・国際協力（２）具体的な排出削減への包括的な協力②

ÂCOP26 パリ協定６条（市場メカニズム）ルールの大枠が合意、市場メカニズムを活用した世界での排出削減
が進展

Â

JCM JCMのパートナー国の拡大と民間資金を中心としたJCMの拡大

１．JCMのパートナー国の拡大等 ２．民間資金を中心としたJCMの拡大

¸現状のJCMパートナー国はアジア地域を中心とした17ヶ国で
あるが、今後はインド太平洋（具体的にはアジア、島嶼国）
を重点地域とし、アフリカにおける実施も強化する。（令和３
年11月 環境省 COP26 後の６条実施方針）

¸ JCMの世界的拡大と並行して、アジアゼロエミッション共同体
の観点から、ASEAN各国がJCMパートナー国となっている
現状も踏まえ（シンガポール、マレーシア、ブルネイ以外）、ASEANに
おける質の高い炭素市場の地域的な協力、及びJCMの地域
的扱いの検討。

¸ JCM
JCMṕ JCMṖ

JCM

¸今後は本提言を踏まえ、関係手続の国内外の整備等を行い、
具体的案件の組成を踏まえた、パートナー国とのJCM化に向
けた個別交渉、JCM化を早期に進め、クレジット取得を目的
とした民間JCMの案件組成を拡大（国内クレジット市場の活
用を含む）。
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都市の脱炭素化・強靱化
b. 国際展開・国際協力（２）具体的な排出削減への包括的な協力③

Â 2050 68% 6 世界全体のGHG排
出量の多くを占める都市において脱炭素への移行を早急に進める必要性

Â Ṅ

Â 地域脱炭素ロードマップに基づくゼロカーボンシティ実現に向けた取組（脱炭素ドミノ）と強靱化に向けた取組
ODA 海外にも広げ

都市間連携

¸

¸ 2013 日本17自治体 海外13カ国41都
市・地域

¸ 海外都市のゼロカーボン宣言、制度構築、人材育成
ṕJCMṖ ６カ国21案件の

脱炭素インフラ導入

マルチの活動

¸

COP26 「日米グローバル地方ゼ
ロカーボン促進イニシアティブ」

¸ 2022 ễ ị Ṍ10 「脱炭素都市国際フォーラム2022 」
ṕ Ṗ 14 22 10

国と地方の協
働及び国際的な都市間連携の重要性を確認

¸都市間連携を一層推進し、脱炭素ドミノ事例（ゼロカーボ
ン宣言、ゼロカーボン街区実現等）を創出する。

¸その際、AIM 、JCM等ツールを活用して、都市に対しても包
括的に協力する。

¸また、米国等とも連携を図り、効率的な協力とする。

¸日本の国地方協働モデルと国際的な都市間連携の重要性を、
G7国、G20国等に普及する。

¸関係国（米国等）、関係機関（OECD、ADB、世銀等)と
連携して、グローバルレベルのフォーラムだけではなく、特定国・
地域向けの活動を実施する。 38
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多様なセクターにおけるレジリエンスの強化
b. 国際展開・国際協力（２）具体的な排出削減への包括的な協力④

Â インフラ形成プロセスにおいて、レジリエンスの強化（気候変動への適応）が常に考慮

Â適応計画等策定支援から、NbSの事例紹介やインフラ導入時のレジリエンス強化支援ṕ
Ṗまで包括的な協力

例：沿岸空港質高インフラ輸出（パッケージ化、水平展開を目指す）

空港設計技術 GBAS管制機材 管制メテオ機材

気候変動に強靭な設計 コスパの高い機材悪天候に強いPBN機材

沿岸空港BCPリスク情報ツール（CA2R)

Å 2100
Å BCP
Å ODA ṕJICA Ṗ

民間事業者の優れた適応技術

R2 (FSM)

適応計画（NAP）

等策定支援

各セクターにおける

適応の主流化

適応技術の

海外展開

事業資金

支援

Å AP-PLATによる

Å

ÅGCFṕ 30

ṕ Ễ Ṗ Ṗ
ODA

Å インフラ向けのリスク情
報ツール

Å 適応ビジネス

Å

Å
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CO2以外の温室効果ガスの排出削減の推進
b. 国際展開・国際協力（２）具体的な排出削減への包括的な協力⑤

ÂHFCs、メタン等の大気中に残存する期間が比較的短いが、気候を温暖化させる特性を強く備えた物質（SLCP: Short -Lived Climate 
Pollutants ）の排出削減を目的に、2012 年2月に設立された国際イニシアティブ

Â / SLCP

Â ṕ Ṗ 2030
20 -CO2

Â 世界のフロンの大幅削減に向けて 国際的なイニシアティブ「フルオロカーボン・イニ
シアティブ（IFL ）」を2019 年に設立。ṕ 15ṕ2022 4 ṖṖ

ÂCCACと協働 制度構築支援、キャパシティビルディング研修、フロンJCM事業

フルオロカーボン・イニシアティブ（IFL ）

28 22 5 0.7

660 256 135 257

EU 428 230 121 51

ṕ2019 Ṗṕ Ḳ tCO2Ṗ

グローバル・メタン・プレッジ（GMP)

CCAC（短寿命気候汚染物質削減のための気候と大気浄化の国際パートナーシップ）

Â世界全体のメタン排出量を2030 年までに2020 年比30％削減することを共通の目標とするイニシア
ティブGMP 2050 0.2ṹ

Â 2021 11 COP26 100 ṕ 70Ṿ
Ṗ

Â
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廃棄物発電、埋立処分場管理（メタン排出抑制）、金属資源の国際循環
b. 国際展開・国際協力（３）資源循環インフラ・技術の海外展開

Â 経済をより循環型にすることは、全ての
セクターにおける温室効果ガスの大幅かつ加速度的な削減可能性を高めるためにも不可欠

Â 日本の廃棄物発電や、低メタン排出型の準好気
性埋立処分等の優れた技術を展開 国内外のE-スク
ラップ（基板、マフラー、バッテリー等）からの重要鉱物（希少金属）の回収を推進

具体的なアプローチ

【廃棄物発電】

Â 公衆衛生の改善、海プラ汚染の低減、さらにはメタン削減及び再エネ創出によ

り温室効果ガス削減にも貢献する廃棄物発電の海外展開を促進

【福岡方式による埋立処分場管理（メタン排出抑制）】

Â ごみ処分場からのメタン排出抑制につながる、準好気性の埋立処分技術「福

岡方式」の海外展開を促進

【金属資源の国際循環】

Â 日本の精錬施設をアジアの拠点として、E-スクラップから効率的に金属資源を

回収することで、急増する需要に対応。日本の希少金属資源確保にも寄与。

取組事例

Â JICA ṕPPPṖ

ể

→成功モデルとしてインドネシア国内で市場創出。

Â

→「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）」を通じて横

展開
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（参考）アジア・ゼロエミッション共同体
b. 国際展開・国際協力

①ゼロエミッション
技術の開発

➁国際共同投資、共同資金
調達

③技術等の標準化 ④カーボンクレジット市場

・カーボンニュートラル長期戦略、適応
計画

ロードマップ策定
支援
水素、アンモニアの実証事業
アジア・ゼロエミ火力展開事業

CCUS
(

)
・資源循環インフラ・技術

アジア版トランジション
ファイナンス・ルール
ESG 情報開示に向
けたルール作り

水素・アンモニアの
サプライチェーン

ファイナンス
ṕLNG Ṗ
アジアCCUSネットワーク
・ 都市の脱炭素化・
強靭化

国際標準策定

環境整備及び気候ルール策定
再生可能エネルギー･エネルギー
マネジメント推進事業
・ レジリエンス強化支
援
ゼロエミ人材ネットワーク

人材育成･知見
共有

CO2排出量データ連携・共有推進

・インベントリの構築支援
・フロンのライフサイクルマネジメント

・パリ協定6条（市場メカニズム）の
ルールに基づき、以下の施策等を実
施。
ü市場メカニズムの早期実施支援

「質の高い炭素市
場」の形成

üJCMパートナー国の拡大JCMの
地域的扱いの検討

üJCMプロジェクトの大規模化
ṕ

CCUS JCM Ṗ
ü民間資金を中心としたJCM

< アジア・ゼロエミッション共同体の内容>

ḳ
ṕ Ṗḳ2022 3 1 4 Ṋ 2050

ẑ
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脱炭素に向けた金融（主な課題と今後の取組の方向性）①
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

＜課題①ールールと基盤の整備・金融の機能発揮支援＞

Â

Â

Â

グリーンファイナンス市場のルール整備と普及促進

取組事例

ü 計測手法の理解
ü 対象アセットクラスの決

定

ü 分析対象セクターの決
定

ü 分析データの収集

ü ボトムアップ・トップダウ
ンによる計測

ü 計測結果の開示
ü 取引先の脱炭素化に

向けた対話・エンゲージ
メント

計測目的の設定と
手法の理解

対象セクターの決定と
計測データの収集

ファイナンスドエミッション
の計測

分析結果の開示/
取引先の脱炭素化への

取組

1 2 3 4

金融機関の脱炭素化に関する環境整備

Å ファイナンスドエミッ
ション

Å グリーンボンド発行に関する実質的な国
内ルール 2017 グリー
ンボンドガイドラインを策定

Å2018 グリーンボンドの発行促進
に関するプラットフォーム グリーンボンド
の発行に係る費用の補助を実施 ệ

Å トランジションファ
イナンス 2021 ệ

基本指針

ÅG20

Å TCFD
銀行セクター向けシナリオ分析実践ガイド

Å

地方銀行50 行程
度を対象に、TCFD開示に関するセミナー形式の支援を実施予定
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脱炭素に向けた金融（主な課題と今後の取組の方向性）②
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

＜課題②ー地域への展開＞

Â

Â 21 GX

地域金融機関による脱炭素化に伴う機会とリスクを捉えた地域企業支援

Å福岡ひびき信用金庫
SDGs登録制度 同
制度に関する職員向けの研修 企業インタビュー
ツールの作成を実施

Å環境省
ṕEMS)「エコアクション21 」
地域企業の脱炭素化に向けた環境経営推進を

支援することを目的とした研修プログラム

地域金融機関の人材育成・リテラシー向上

Å 北都銀行 秋
田県沖での洋上風力

「いつ・どの分野に・どのように
参入すればよいか」が分かる指針としてロー
ドマップを策定

取組事例

基礎・
電気系統

設置

O&M

調査開発

製造

2021 20232022

SOV/CTV

Å 玉島信用金庫
脱炭素化による取引先への影

響を分析 各業態への具体の行動の整理や
支援体制を構築

Ӕˉ″⁸☻ ǵ ȈȒƾSDGsὗ ɵ Ѱ↓ƿǯȉ ǞǱǓȐ
᷂ḹ̔ ǵ ɵSDGs ǲׄǘǦ Ҳǵƾ̢ Ḍ ƿșὕ

ESG ( קּ )

Ӕˉ″⁸К̔

ɵSDGsǵ
ɵ ǵ
ɵESGζ ǵ▌ӓ

Њ֥ζǮǵ

ɵὑ ǱɅɶȽ ͑ǲȏȒ
᷂Ḣ ǵ̌
ɵ⁸ǵ ǲ Ǭǖ ǵВ ȋ

ǵ̌ ὑ
ɵ⁸ǵSDGsὗ ǿǵ ᾚ
ɵ⁸ǵ Ѱ↓֓қǿׄǘǦ
ȱɱȳɩ
ɵ►↕ȱɱȳɩ ȋẆ ǯ

ǞǦȽȷȭɓȧɶȷ

ї֥ζǮǵ

ɵ᷂ḹ̔ ǵ Ҙ ͬ
ɵ ҵ Ḹ ͔ ǵ ὑ

ɵѰ↓ ǯǵ
ɵѫἧ Ѱ↓ǯǵ
ɵͬ ͪ ǵ Ё
ɵ ɟɉɣɶҍї
ɵJȭɪ ǵ
ɵПȦɋ/ Ȧɋ ǵ

ƨʣ ὕ ǵǦȈǲESG᷂Ḣ ͝ ˗ Ǯ֝ȑ ȇ Ҳ
1)↕ ᴣǵ ↓ׄʣǲׄǘǦ Ҳ 2) ҵǵ ͔ Ʋ Ḹ ͬǵ᷀ȑ ǵ ὑ( ӓ)
3)►↕ǯǞǭǵ ɟɉɣɶǵ 4 șǶǟȈ᷂Ϸǯǵ ǲȏȒESG᷂Ḣ ǵ֝ȑ Ȇ Ẏ

⁸К̔ ǵ
ɵSDGs

ḲESG 2.1 Ḳ ṕ2022 ễ Ṗ

Å 十六銀行
排出量を把握 削減目標を設定 削

減策を実行



46

脱炭素に向けた金融（主な課題と今後の取組の方向性）③
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

Â

Å グリーンボンドガイドライン等の国内ルールの整備
Å TCFD 国際的な
ルール形成に対する積極的な貢献
Å GHG排出量の把握や目標設定、シナリオ分析のための基盤整備

Å 事業会社へのグリーンボンド等の発行支援体制の構
築
Å 企業のイノベーション投資の後押しとなるような環境
整備
Å 金融機関・投資家による投融資方針への脱炭素の具体的な取
り込みの促進

Å 中小企業の脱炭素化投資支援
脱炭素化支援に関する資格制度の検討 人材育成

Å 地域全体の脱炭素移行に向けた地域内連携モデル構築

Å

Å

Å

Å

Å

今後の取組の方向性主な課題

ルールと基盤の
整備

地域への展開

金融の機能
発揮支援

46
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ESG金融・サプライチェーンを通じた脱炭素経営（主な課題と今後の取組の方向性）①
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

＜現状＞
Â ṕTCFDṖ ṕSBT Ṗ

TCFD SBT
ṕScope3Ṗ

Â

＜課題＞
Â

Â

ṕ Ṗ

＜取組の方向性＞

Â 中小を含む企業の実務に落とし込み 取組が評
価され、投融資や事業機会の拡大 必要な環境整備

Â 2030 全ての希望する中小企業が、温室効果ガス排出量を簡易に算定し、削減取組も含めて公表
国の電子報告システムを整備 中小企業を支援する人材の育成
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ESG金融・サプライチェーンを通じた脱炭素経営（主な課題と今後の取組の方向性）②
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

大企業

ÅScope3

ÅTCFD

主な課題

Å Scope3
Å

Åサプライヤーと連携した削減取組のモデル構築

ṕTCFD Ṗ

中小企業

Å

Å

主な課題

Å地域金融機関や商工会議所等、地域ぐるみの中小企
業支援体制構築ṕ Ṗ
Å中小企業への排出量算定ノウハウ提供ṕ
Ṗ

Å

今後の取組の方向性

共通
Å Å 算定・共有のためのプラット

フォーム
Å

Å脱炭素経営
の取組の評価

Å投融資や事業
機会の拡大
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(参考)金融・脱炭素経営の国内外の動き
c. 横断的な視点（１）ESG金融・情報開示・サプライチェーン・脱炭素経営

Â COP26 IFRS
サステナビリティ開示基準を設定するための新しい委員会であるISSB
（国際サステナビリティ基準審議会）が設立

Â 2022 ễ 同年内に気候に関す
る情報開示の国際基準を策定する予定

Â 気候変動対応等に関する開示の充実に向けた方策
（記載欄の設定）を検討中

Â COP26
GFANZ

（Glasgow Financial Alliance for Net Zero ）が発足
45 450 130 US

Â ỉ

Â GFANZ傘下のイニシアティブに多数の金融機関が参加

サステナビリティ開示基準策定の動き GFANZの発足

Â グリーンボンドṕ Ṗ
2021 年に1.8 兆円 1.8

Â トランジションファイナンス
2021 ệ

Â グリーン、トランジションなどを対象とした金融機関
向けの新たな資金供給制度を開始

Â 2021 Ỉ 東証プ
ライム市場上場企業はTCFD（又は同等の枠組み）に基づく開示の質
と量の充実を進める

Â 2022 Ệ 1839 TCFD開示の取組
が加速

Â 排出量算定と脱
炭素化支援を企業に提供するサービスが拡大

Â トップティア企業のサプライチェーンを担う
地域企業・中小企業の対応が地域金融機関にとっての課題として浮上

グリーン・トランジションファイナンスの進展

TCFD開示のスタンダード化

地域金融機関の取組加速

企業のネットゼロ目標の基準化

Â 2021 10 Science Based Targets Initiative 企業が掲げ
るネットゼロ目標についての基準

Â 1.5ṹ ṕNear - term, Long - ter mṖ

Â 2022 ễ ỉ 900 Ễ
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ポリシーミックスとしてのカーボンプライシングの方向性
c. 横断的な視点（２）カーボンプライシング

Ẇ

ü 2030 46Ṿ 2050

Å

Å

ü Ṅ

ü

ü

ü

ü J ṕJCMṖ
GX

ü JCM

ü

ü

ü

ü
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資源循環と炭素中立型の経済社会
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（１）資源循環①

Â

廃棄物・資源循環分
野の脱炭素化

Â CO2

地域や社会全体の
脱炭素化に大きく寄与ṕβṖ

β ṕ Ṗ 36%

ṕ Ṗ

Ҝ 循環経済工程表

Ṯ ṯ

ṕ Ṗ

Ẍ ṕ Ṗ
サーキュラーエコノミーの市場規模を2030 年に80兆円以上

Ẍ 2050

資源循環と炭素中立型の経済社会

2030 年・2050 年の方向性

我が国全体における全排出量のうち資源循環が貢献できる余地がある割合

ṕ ṕ 40 Ṗ Ṗ

CO2

CO2

CH4

N2O

1%

11%

5%

6%

7%

33%2%

2%

( )
5%

9%

4%

4%

3%

CO2
0.3% 0.4%

2%

0.4%

1%

1% 4%
0.3%



53

炭素中立型の経済社会に向けた資源循環（今後の取組の方向性）
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（１）資源循環②

Ẍ CO2

資源として循環 化石由来の素材をバイオマス由来等の代替素材に転換

ẌỆ/ể プラスチック資源循環法 プラスチック資源としての回
収量を2030 年度までに倍増 ṕ Ṗ CO2

Â 認証や表示の仕組み
市場ルールを形成

Ẍ カーボンニュートラルの実現のために必要不可欠なベースメタルや
レアメタル 産業競争力の確保 経済安全保障

Ẍ 国内での金属資源循環 我が国の優れた精錬技術
国際的な資源循環ネットワークを構築 金属のリサイクル原料の

処理量を2030 年度までに倍増

Ẍバイオマス廃棄物は貴重な国内資源
ṕ2030 2000

Ṗ 2030 年度までに400 万トン以下

Ẍ CN 持続可能な航空燃料（SAF） マテ
リアル利用を優先しつつ SAF

①プラスチック・廃油

②バイオマス

③ベースメタル・レアメタル
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自然資本・生物多様性と炭素中立型の経済社会
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（２）自然共生①

Â自然資本 β1 生物
多様性 多くの炭素を固定β2 気候変動
への適応力の源β3

Â ṕ Ṗ 相互依存の関係
生態系に重大な損害と不可逆の損失ṕIPCC 6

WG2 SPMṖ 好循
環への転換

Â2030 ネイチャーポ
ジティブ目標 30％を保全エリア ṕ30by30Ṗ

2030 GHG削減目標に
貢献 質の高い経済成長 β4

β4: 2030 10 / 4 /

ṕWorld Economic Forum, ñTheFuture of Nature and Businessò2020Ṗ

Â 2050年までに十分な生物多様性の回復を図ることで、

自然資本・生物多様性と炭素中立型の経済社会

2030 年・2050 年の方向性

β1: GDP ṕ44 Ṗ ṕWorld Economic Forum, ñNatureRisk Risingò2020Ṗ
β2: ṕNature-based SolutionsṖ 2ϴ 2030 GHG 1/3 (Griscom et al. 2017)

β3: ṕUNFCCC COP26 ṕGlasgow Climate PactṖ IPCC 6 2

54



55

炭素中立型の経済社会の基盤となる自然資本・生物多様性（今後の取組の方向性）
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（２）自然共生②

Â2030

①地域 30％を保全エリア ṕ30by30Ṗ

②事業活動 ṕネイチャーポジティブ経済Ṗ

③ 国際展開 ṊESG

①地域における30by30 実現

②自然関連情報開示・ビジネス創出

国立公園等の拡充

③国際展開

地域戦略策定支援 SATOYAMA ＋（プラス）
V UNDP ṙỵṚ

NbS ṙ
Ṛ SATOYAMA
日本型OECM、30 by 30 、地域

循環共生圏の海外展開

V 国立・国定公園の新規指定等

V

ゼロカーボンパー
ク

V 30by30

アジア諸国の30by30 達成支援

V ֖֫ԃ
ԝ֑ԃԏԂ֘֫ṕAPAPṖ アジア諸
国間の保護地域・OECM施策の共
有・施策立案を支援

OECM認定、管理支援、保全効果
の見える化

OECMḲOther Effective area -based 
Conservation Measures

V 民間等の取組

環境省が認定 30by30
V TNFD ẑ

インセンティブ付与を検討。
V 生物分布のビックデータ・デジタル技術の
活用ṕ

Ṗ

TNFD等国際ルールに則った競争力の確保/ ビジネス機会の創出

V TNFDフレームワークやSBTs for Nature フレームワーク※への準備に向け、データ収集、シナリオ分析等を支援し、TCFD, SBTiなどの脱炭素の枠組みとの統合
Ṋ ESG TNFD

ẑ TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）Ḳ TCFDṕ Ṗ
2021 G7 G20 ※SBTs for Nature: SBTsṕ )
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気候変動適応（今後の取組の方向性）
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（３）気候変動適応

Â ṕ NbS Ṗ 気候レジリエントな経済・社会・国土の形
成に貢献

Â 地域課題を同時解決する地域づくり
Â 気候レジリエントなビジネス環境構築

ḱ

ṇ Ṉ

צּ ךּ

ḱ

ḱ

ḱ

ךּ

「流域治水」の施策のイメージ
出典： 国土交通省

■河川

■山地（土砂災害）

■沿岸（高潮・高波等）

自然災害・沿岸域分野の適応策例

Ẇ ṕ
Ṗ

Ẇ PDCA

Ẇ

Ẇ

Ẇ TCFD

Ẇ

ṕAP-PLATṖ
ṕ

Ṗ

健康分野の適応策例

■暑熱
ṕWBGTṖ

■感染症

ṕ Ṗ

Ḳ

①地域課題を同時解決する気候変動適応の取組の推進

②民間企業における気候変動適応の取組の推進

③気候変動適応に関する国際貢献
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地域循環共生圏（＝ローカルSDGs）の国内外における展開
d. トータルな環境保全と炭素中立型の経済社会（４）地域循環共生圏

地域から世界全体を視野に経済社会のリデザインを実現 Ṭ 36Ṿẑể

Ṭ 3 ẑ2

ẑ1 ṕ ḲễR+Renewable Ṗ 36Ṿ : ṕ 40 Ṗ 1-1
ẑ2 ṕNature -based Solutions Ṗ 2ṹ 2030 GHG 1/3 : Griscom et al. 2017

Â SDGs
Â
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中央環境審議会地球環境部会・総合政策部会炭素中立型経済社会変革小委員会委員名簿・これまでの審議経緯

委員名簿 ẑ Ẉ Ẇ

審議経緯

委員
UFJ

ṕJICA) 

オブザー
バー

委員

CDTO
CHRO

Ẉ

Ẇ

/

Â 第2回、第3回には、ゲストスピーカーを招いてヒアリングを実施。
【第2回】

深尾 昌峰 龍谷大学 学長補佐（政策学部教授）：地域人材について

【第3回】

谷口 守 筑波大学大学院システム情報系教授：コンパクトシティについて

安宅 和人 慶応義塾大学環境情報学部教授： デジタルトランスフォーメーションについて

諸富 徹 京都大学大学院経済学研究科/ 地球環境学堂教授：経済と環境について

ヒアリング

第1回 2月25日 全般に渡るディスカッション、論点の深掘り（ライフスタイル、自然共生）

第2回 3月2日 論点の深掘り（地域経済・金融・社会、人材、国際展開）

第3回 4月1日 論点の深掘り（国土利用、DX、経済と環境）

第4回 4月8日 論点の深掘り（資源循環、地域脱炭素）、これまでの意見の整理

第5回 4月21日 中間整理取りまとめに向けた議論


